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Ⅰ 紹介にあたって
現在の我が国においては、法益論や罪刑法定主義、責任主義といった刑法上の
諸原則は既に広く定着するに至っているといえよう。
もっとも、これらの原則は基本的に刑法の適用を制限する方向に機能するもの
であり、一般刑法においてはともかく、脱法行為の禁止という要請が強く働く経
済刑法をはじめとする特別刑法の分野においてもそのままの形で妥当するのかと
いう点については、必ずしも見解の一致をみている訳では
(１)
ない。
経済刑法はあくまでも刑法の一種であるという側面を強調すれば、経済刑法に
おいても刑法上の諸原則は基本的に妥当するものと考えられ
(２)
よう。もっとも、た
とえば商法学の一部の見解が主張しているように、経済分野の規制を実効的なも
のとするためには、伝統的な明確性の要請をそのままの形で維持することが困難
であるという
(３)
ことは否定できない事実で
(４)
ある。これは明確性の原則に限らず、法
益論や従属性原則といった他の原則についても同様に当てはまる問題であるとい
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(１) 我が国の経済刑法に関して問題となり得る具体的な場面を念頭に、経済刑法における諸
原則の問題について検討を加えるものとして、中山研一＝神山敏雄＝斉藤豊治編『経済刑法
入門』（成文堂、３版、1999年）37頁以下〔松宮孝明〕。
(２) 神山敏雄＝斉藤豊治＝浅田和茂＝松宮孝明編『新経済刑法入門』（成文堂、2008年）43
頁以下〔嘉門優〕。
(３) 上村達男「流通市場に対する法規制（３）―インサイダー取引規制」企業会計53巻10号
（2001年）74頁。
(４) 近年の粉飾決算事例を題材として、経済刑法においては伝統的な罪刑法定主義を維持す
ることについて困難な場面があることを論じるものとして、品田智史「特別刑法と罪刑法定
主義―粉飾決算事例を素材として―」浅田和茂ほか編『刑事法理論の探究と発見』（成文堂、
2012年）29頁以下。
えよう。
これまで、経済刑法において伝統的な原則を維持することが困難であるとされ
る論拠としては、経済犯罪の成否の評価に際して実質判断が強く要請されること
や、規制対象である経済活動が時代の進展とともに大きく変化するものであり、
脱法行為を防ぐ必要があることなどが挙げられて
(５)
きた。近年では、これらに加え
て規制の国際的調和の要請が影響しているといわれることが
(６)
多い。
また、経済刑法の特殊性を強調する見地から、刑法上の諸原則の変容ないし拒
絶を正当化する動きは、とりわけ経済の混乱期において盛んになる傾向が強い。
事実、我が国においても、戦時統制経済体制を支えた経済刑法に関して、不明確
な文言の使用が正当化される現象がかつて見られたので
(７)
ある。
一方、2008年に発生した世界金融
(８)
危機以降、経済の混乱と規制の調和の要請と
いう２つの要素が強く認識されるようになった。これはドイツにおいても例外で
はなく、「経済刑法の強化（Verscha?rfung des Wirtschaftsstrafrechts）」が叫
(９)
ばれ、
刑法の謙抑的な運用に対して否定的な見方が強まっている。
このような状況下で、従来から法
(10)
益論をはじめとして刑法の適切な制限の在り
方を追求してきたコーネリウス・プリトヴィッツが、2008年に「法益論、最終手
段性原則、構成要件の明確性原則、責任原則、従属性原則、補充性原則を通じた
経済刑法の
(11)
制限」を公表した。これは、2008年11月にフランクフルトにおいて
(５) 芝原邦爾『刑法の社会的機能―実体的デュー・プロセスの理論の提唱』（有斐閣、1973
年）39頁。
(６) 松原英世「規制のハーモナイゼーションと刑法―経済活動規制に見る刑法観の変化―」
愛媛法学会雑誌37巻１・２・３・４号（2011年）66頁。
(７) 八木胖『經濟刑法の基本問題』（日本評論社、1944年）179-180頁。
(８) 世界金融危機と刑法との関係について論じる邦語文献として、ベルント・シューネマン
（山中有理訳）「いわゆる金融危機―司法への挑戦か?―」刑事法ジャーナル30号（2011）92
頁以下。
(９) ?経済刑法の強化」に関する具体的な立法要求につき、たとえばベルリン市議会におけ
る議論を参照。http://www.parlament-berlin.de/ados/17/Recht/vorgang/r17-0058-v.
pdf
(10) プリトヴィッツは、たとえば博士論文である『刑法とリスク：リスク社会における刑法
と刑事政策の危機についての研究（Strafrecht und Risiko:Untersuchungen zur Krise von
 
Strafrecht und Kriminalpolitik in der Risikogesellschaft）』（1993年）において、社会学
上の「リスク社会」論を批判的に検討することを通じて、人格的法益論の立場を展開してい
る。
(11) Cornelius Prittwitz,Begrenzung des Wirtschaftsstrafrechts durch die Rechtsgutsle-
hre, sowie die Grundsa?tze der ultima ratio, der Bestimmtheit der Tatbesta?nde, des
 
Schuldgrundsatzes, der Akzessorieta?t und der Subsidiarita?t, Eberhard Kempf/Klaus
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「企業家の行為の自由、経済的観点、刑法的限界、倫理的制限（Die Handlungs-
freiheit des Unternehmers,wirtschaftliche Perspektiven,strafrechtliche Grenzen und
 
ethische Schranken）」と題するシンポジウム（フランクフルト大学法・経済研究所
（Institute for Law and Finance an der Universita?t Frankfurt am Main）主催）にて
行われた講演の原稿である。本シンポジウムは、当時ドイツが世界金融危機に直
面していたという事情を踏まえて、経済刑法の在り方について分野横断的かつ体
系的な検討を行うことを目的としたものであり、刑法学者、弁護士、企業法務担
当者等が主要な参加者となっている。本シンポジウムにおいて行われた講演とし
て、プリトヴィッツ講演以外には、アンドレアス・カーン「コーポレート・ガバ
ナンスと刑法―会社法学者の視点からの導入的思考」、クラウス・フォルク「そ
れはそこにどのように至り、我々は何を望むのか」、ウルリッヒ・ヘルマン「企
業家の視点」、ペトラ・ロート「地方参加の緊張の場における経済刑法」、クラウ
ス・リューダーセン「社会的市場経済、金融危機、経済刑法」、ヴィンフリー
ト・ハッセマー「経済刑法の基礎」、ライナー・ハム「最終手段性原則、構成要
件の明確性原則、責任原則、従属性原則、補充性原則を通じた経済刑法の制限」、
ヘントリック・シュナイダー「経済犯罪、経済刑法、経済犯罪学―典型的でない
倫理的企業家と学問の狭間におけるドイツ犯罪学の硬直について―」、コーネリ
ウス・ネストラー「誤った犯罪化の経済的効果」、ライナー・H・シュミット
「金融経済的観点からの刑法の役割についての覚書」、フランツ・サルディット
「法、経済、倫理の間の企業の利益」、ヴォルフガンク・クレメント「経済政策的
注釈」、ディルク・ウヴェア「経済刑法の行政法的代替策」、インゴ・ピエス「汚
職の予防：どのように市場の自浄作用を促進するか?」、ヴォルフ・シラー「自
主規制の管轄と法解釈の管轄」、マルティン・ベーゼ「価格：過度に広範で、徹
底的かつ不適切に審査された統制? 自由主義的解決としての刑法?」、トーマ
ス・C・クニーリム「経済刑法の費用と便益」、クラウス＝ペーター・ミュラー
「競争と倫理との狭間―ドイツのコーポレート・ガバナンス」、コーネリウス・ト
レンデレンブルク「刑事政策的選択肢」が挙げられる。このうち、ライナー・ハ
ム
(12)
講演は本講演とほぼ同様のテーマを扱うものであるが、個々の原則を正面から
Lu?derssen/Klaus Volk,Die Handlungsfreiheit des Unternehmers-Wirtschaftliche Per-
spektiven,Strafrechtliche und Ethische Schranken (2009),S.53ff.なお、以下の紹介に
おける節の区分けとそれぞれの見出しは紹介者によるものである。また、原文における文献
の注記については、特に重要と思われるものに限り、紹介においても注記した。
(12) ライナー・ハム講演は、以下の構成となっている。
１．本テーマの手続法的次元
1．1 実体法の前提による防御機会の縮小
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取り上げることを避け、これまでに現実に発生した刑事事件を念頭に置いた上で
主に手続面に着目した議論を行っている点で、本講演とは関心の置き方に多少の
差異が見られる。
本論文は、「経済刑法の強化」が叫ばれている現在のドイツの問題状況を踏ま
えつつ、経済刑法の領域における法益論や刑法上の諸原則の意義を再確認しよう
とするものであって、日本における議論にとっても参考になるものと考えられ
る。
Ⅱ プリトヴィッツ論文の概要
１ 問題の所在
近時の銀行危機・金融危機（Banken-und Finanzkrise）等の原因から、経済刑
法の強化（Verscha?rfung）が叫ばれている状況において、経済刑法が有する背景
や法的効果を示す
(13)
ことは、有益であると思われる。
経済刑法の制限について語るということは、必然的に刑法の制限について語る
ということを意味する。そして、刑法的解決やその代替策について真剣に語る場
合や、「自由主義的な解決（liberale
(14)
Lo?sungen）」ないし「より穏健な手段（mil-
deres
(15)
Mittel）」としての刑法的解決を志向する場合、なぜ公正の観念を考慮する
必要があるのかを検討することが求められる。というのは、古典的な自由主義刑
法（klassische liberale Strafrecht）が想定する倫理的な人格（moralische Perso?nli-
1．2 便宜的刑事訴追
1．3 事例
1．3．1 材木防腐加工薬品手続
1．3．2 ?グリコールスキャンダル（Glykolskandal）」
1．3．3 テレコム不動産査定
1．3．4 マンネスマン手続
1．3．5 国際的汚職および50ユーロの些細な限度
２．実体刑法の状態に関する個々の事例の症状
2．1 ?疑わしきは被告人の不利益に」への関門としての貸借対照表上の慎重原則?
2．2 立法者による刑法266条の制限?
(13) 本講演に先立ち、プリトヴィッツは2007年５月にオスナブリュックにおいて行われた刑
法学者会議において、既に自らの基本的な立場を明らかにしていた。
Vgl.Beckemper,Diskussionsbeitra?ge der Strafrechtslehrertagung 2007in Osnabru?ck,
ZStW 119(2007)S.959ff.,966.
(14) Lu?derssen,Einleitung, in ders.(Hrsg.)Aufgekla?rte Kriminalpolitik oder Kampf-
gegen das Bo?se?Band I:Legitimationen,S.70f.
(15) Tiedemann,Wirtschaftsstrafrecht,Einfu?hrung und Allgemeiner Teil,2004,S.32.
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chkeit）、答責的な主体（verantwortliches Subjekt）、尊重されるもの（respektier）
としての行為者という前提を採用すると、行為者の自由が逸脱行為に至る可能性
があるとの批判にさらされる可能性があるからである。
２ 法益保護
現在流布している見解によれば、具体的に指示可能な法益（Rechtsgut）を保
護する意図があるという証拠を示すことができる刑法規範のみが正当なもので
(16)
ある。近時、法益論の危機の可能性を示す批判が向けられているが、この理論が
正当な刑法と正当でない刑法との間の精密な区別を提供できる訳ではないという
ことは、その支持者を驚かせるものでは
(17)
ない。というのは、近年の議論は、以下
の２つの成果に集約することができるからである。第１の成果は、刑法の制限に
おけるこの理論の有用性というものが、必ずしも受け入れられている訳ではな
い、狭量な法益概念、すなわち一元的かつ人格的な法益概念（einheitlicher und
 
personaler Rechtsgutsbegriff）に結び付いたものであることを示して
(18)
いる。そし
て、第２の成果は、人格的法益論でさえも刑法を拡張する可能性を有しているこ
とを明らかにして
(19)
いる。残されているのは、本来の、過小評価されていない法益
論の主張である。この主張は、法益、とりわけ人格的法益によって、刑事政策の
議論に使用可能な素材を提供することで、その時々の刑法や新たに生じた犯罪化
目的の状況に対して、多かれ少なかれ自由主義的な性格付けをすることができる
というものである。
とりわけ経済刑法に関して、２つの点を確認することができる。すなわち、ま
ず、犯罪化の領域において、法益論が有する制限的な刑事政策の方向性を、刑法
の拡張という逆の方向性に転換するという空想が示されて
(20)
いる。また、制定法を
正当化する要求のために、少なくとも人格への関連付けがほとんど認識できない
(16) Vgl.nur Roxin,Strafrecht AT I,4.Aufl.,2006,S.14ff.
(17) Vgl.die Beitra?ge in Neumann/Prittwitz (Hrsg.),,Personale Rechtsgutslehre“und
,,Opferorientierung im Strafrecht“,2007.
(18) Vgl.zusammenfassend Roxin,Strafrecht AT I,4.Aufl.,2006,S.14ff.
(19) Vgl.dazu z.B.Frisch,An den Grenzen des Strafrechts,in FS W.Stree/J.Wessels
 
zum 70.Geburtstag,1993,S.72ff.
(20) Vgl.etwa die Arbeiten von Fu?rhoff,Kapitalmarktrechtliche Ad hoc-Publizita?t zur
 
Vermeidung von Insiderkriminalita?t:die Notwendigkeit einer kapitalmarktrechtlich
 
orientierten Ad hoc-Publizita?tsnorm zur Legitimation eines strafrechtlichen Insider-
handelsverbotes,2000und Soester,Die Insiderhandelsverbote des Wertpapierhandels-
gesetzes―Wirtschaftsstrafrecht europa?ischen Ursprungs,2002.そこでは、保護法益との
関連づけにおいて、インサイダー取引の可罰性が肯定されている。
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法益が導かれているが、それは経済刑法における非自由主義的な刑罰の拡張傾向
を示すもので
(21)
ある。
３ 最終手段、従属性、補充性
刑法が最終手段（ultima ratio）であるという理解は、刑法の従属性や補充性に
結び付けられている。これらは、部分的には同義に用いられ、少なくとも共通の
要素を結び付けるものである。
これらの原則は、特定の制裁による禁止を伴う刑法は常に、刑事規制以外の制
度、とりわけ私法上の規制に結び付けられなければならないという主張を示して
いる。これらの制限的諸原理は新たになされる犯罪化の際に、当然に受け入れら
れているといわれているが、実際にはそうとは思われない。かつて、反自由主義
的な国家社会主義的法思想（antiliberale nationalsozialistisches Rechtsdenken）に
おいて、「市民的思想からの刑法の解放（Befreiung des Strafrechts vom zivilistis-
chen Denken）」が賛美され、広く受け入れられたことは、よく知られているとこ
ろである。今日、刑事裁判官や刑法学者が、たとえば株式法（Aktiengesetz）の
文脈における刑法の状況は、株式法の「拘束（Fesseln）」から解放され、従って
刑法に特有の概念や基準をもって適切に評価することができると考えていること
は、衝撃的である。この問題は、役員に多額の功労金を支払ったことが背
(22)
任罪お
よびその幇助に該当するとして、それを決定した他の役員が起訴されたマンネス
マン事件（Mannesmann-Verfahren）において表面化したが、そこでは、株式法
上特に功労金の条件が定められていないにも拘わらず、当該支払いが合理性を欠
くものとして背任罪の構成要件に該当するかが問題とされることとなった。「民
族的法思想（Volkstu?mliches Rechtsdenken）」というかつて信じられていた思想
や、今日、普及したポピュリズム的な法思想（populistisches Rechtsdenken）は、
概念的に近いものである。そして、両者は、法秩序の統一性（Einheit der Rechts-
ordnung）の中核的な思想と矛盾し、それによって自由主義的法治国家（liber-
aler Rechtsstaat）という基本的想定にも矛盾する。従属性の放棄が特に求められ
(21) Vgl.zahlreiche Nachweise dafu?r im Literaturbericht ,,Wirtschaftsstrafrecht“von
 
Wohlers/Kudlich in ZStW 118(2006),717ff.
(22) ドイツ刑法266条 背任（Untreue）
１項 法律、官庁の委任もしくは法律行為によって与えられた、他人の財産について処分
を行い、もしくは他人に義務を負担させる権限を濫用し、または法律、官庁の委任、法律行
為または信任関係により課せられている、他人の財産上の利益を管理する義務に違反し、そ
れにより、当該財産上の利益を図らなければならない者に不利益を与えた者は、５年の自由
刑または罰金に処せられる。
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ている背任の刑事構成要件においてのみならず、経済刑法において従属性が真剣
に受け入れられていない至る所で、拡張的な刑法が有する正当性に対して、重大
な疑念が生じることになる。
刑法の補充性（Subsidiarita?t）を不可欠のものとする主張によれば、刑法の評
価は、事実上優先的に適用される法領域に従うのみならず、刑法はこれらの法分
野の規制や制裁の可能性が十分であるとは思われない場合にのみ正当なものと考
えられる。これに類似しているが、刑法は一般に究極の事例における最終手段と
してのみ用いられるという最終手段性原則（ultima ratio Prinzip）によって、例
外的性格が強調される。この主張は、市民、そして経済刑法においては市場参加
者（Marktteilnehmern）に対する盾（Schutzschild）の下においては、規制緩和の
最大限、すなわち自由が提供されることから、少なくとも相対的には規範の名宛
人の全体にとって刑法が自由主義的な解決策になるというものである。
とりわけ最終手段性原則は、一般に刑法を制限する原則として、そして経済刑
法を制限する原則として特に強調されなければならない。この原則は、刑法の緊
急的な要素（Notwehrelemente des Strafrechts）を際立たせるものであり、競合
する制限的原則の多くとは異なり、公正の考慮のみならず、冷静で持続的な効果
の考慮に基づくものである。それは、刑法が、それに結び付けられた社会倫理的
無価値評価（sozialethischer Unwerturteil）や、常に背景に存在している峻厳な制
裁に基づいて、鋭利な刀（scha?rfste Schwert）となっている場合、拡張的な刑法
はインフレ的な（過剰な）刑法（inflationa?res Strafrecht）にもなっているという
ことである。そのように考えた場合、少なくとも中長期的な観点を考慮に入れる
必要がある。
４ 明確性の原則および責任主義原則
明確性の原則（Bestimmtheitsgrundsatz）および責任原則（Schuldgrundsatz）
も、刑法、とりわけ経済刑法に対して決定的に影響を与えるものである。
?明確な法律がなければ犯罪も刑罰もない（nullum crimen,nulla poena sine lege
 
certa）」という命題は、刑法原則の伝統的なあり方、すなわち刑法を制限する原
則に属する。法治国家において模索されるべき明確な法規のみが、市民に対して
正当化される。
そして、明確な法規のみが効果を期待させる。というのは、規範状況は、それ
が単に象徴的なものであるばかりでなく、適用が困難なほどに明確性を欠くこと
によって現実には誰も驚かすことのない「模造品（Attrappe）」となっている場
合には、正当化されないのみならず、機能不全に陥るからである。
立法者、多くのロビイスト、多くの刑法学者が不明確な法規を定立するのを阻
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止していないということは、経済刑法において顕著な現象であるといってよいで
あろう。また、経済生活の問題状況が、明確性の原則を満たす刑法による禁止に
よって完全に捕捉されるものではないということについても、大いに論じられて
いるだろう。
しかし、このことは不明確な経済刑法を正当化する論拠にはなりえない。経済
刑法に対しては、明確性の要請を充足することができ、かつ正当で成果の見込ま
れる位置づけを与えなければならない。
同じことは、一定の修正を加えれば、責任原則にも当てはまる。ここでは、ラ
テン語のバージョンである「責任なければ刑罰なし（nulla poena sine culpa）」と
いう標語もまた、賢明な制約を示唆している。正義の観点においても、効果の観
点においても、刑法的な無価値評価や制裁は、それらが責任のあることに向けら
れている場合に意味があると考えられるのである。
５ 経済刑法の位置づけ及び経済刑法の限界
経済刑法もあくまで刑法であり、経済刑法は刑法を制限する諸原理の試験台
（Pru?fstand）でなければならない。そして、経済刑法は、なによりも関係する諸
原則を満たすこと、すなわち適切性を示すことが必要である。
そして、経済刑法が保護法益を視野に入れ、現代のならず者条項（Schur-
kenparagraph）である「義務違反犯罪（Pflichtverletzungsdelikt）」に変化しない
限り、また、関係する法領域への経済刑法の関連付けや、第一次的な規制の優位
性が考慮されている限り、そして経済刑法の立法者にとって煩わしい障害物であ
る明確性原則や責任原則が存在している場合にのみ、問題が生じないと考えられ
るのである。
Ⅲ 若干のコメント
１ 本論文は従来議論されてきた刑法上の諸原則につき、経済刑法の場面では
それらがどのような意義を有するのかを検討するものであり、従来必ずしも十分
には論じられてこなかった点についても明らかにしている点で有意義である。ま
た、法益論や従属性原則に対して現在向けられている批判に対する反論がなされ
ている点でも興味深い。
２ プリトヴィッツは、法益概念の内容を個人の人格から導くという「人格的
法益論」を構想することを主張している。そのうえで、この立場は刑事政策の議
論に使用可能な素材を提供し、刑法や新たに生じた犯罪化状況に対して自由主義
的な性格付けをすることができるとしている。一方、近年我が国においては特に
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経済刑法や環境刑法を念頭に、法益の内容を抽象化し、何らかの制度自体が保護
法益となるとする
(23)
見解や、この発想をさらに推し進めて、「国民が遵守を求めら
れる行動ルールこそが刑事法の領域における（究極の）保護法益である」とする
(24)
見解も有力になっている。
しかし、これらの見解は法益と個人との間のつながりを軽視する結果、もっぱ
ら立法を事後的に是認するのみに陥る可能性は否定できないであろう。とりわ
け、この問題は過剰規制を排除する要請が高い経済刑法の分野において顕著に表
れる。これに対して、プリトヴィッツの立場は、一定の立法批判機能を有してい
るうえ、検証可能性の高い内容となっており基本的に妥当な方向を示していると
考えられる。
３ 次に、従属性原則に関連して、ドイツにおけるマンネスマン
(25)
事件を念頭に
置き、経済刑法の解釈も他の法領域の解釈に従属する必要があるとして、経済刑
法上の問題をもっぱら刑法に特有の概念や基準によって評価することは妥当でな
いとされている。たしかに、経済刑法も刑法の一場面である以上、他の法領域に
おける評価を尊重すべきであることは疑い
(26)
ない。
しかし、仮に行為者が禁止の内容を認識できない場合があり得るとしても錯誤
を理由として処罰から解放することも可能であることを考慮すると、ここまで厳
格に評価の従属性を強調することが妥当であるかという点については、検討の余
地があるのではないかと思われる。
４ さらに、最終手段性原則に関連して、経済刑法を拡張的なものとすること
はインフレ的な（過剰な）刑法でもあることにつながるとされている。この点に
ついては、経済刑法においては過剰規制の回避が強く求められる上、刑罰の社会
統制の手段としての側面からは機能的に優れた内容とする必要が高まることか
ら、基本的に妥当であると考えられる。
もっとも、現実には経済事案においては民事上・行政上の措置では不十分な場
(23) 京藤哲久「経済刑法の構成要件と合目的的解釈」刑法雑誌30巻１号（1990年）96頁。
(24) 上田正和「保護法益論（Rechtsgutstheorie）の行方と展望」大宮ローレビュー７号
（2011年）24頁。
(25) マンネスマン事件について言及する主要な邦語文献として、正井章筰「企業買収におけ
る経営者への功労金の支払い―マンネスマン訴訟に見るドイツのコーポレート・ガバナンス
と刑事司法制度―」早稲田法学82巻３号（2007年）59頁以下、マリア・フォン・ティッペル
スキルヒ（佐川友佳子訳）「ドイツにおける経済刑法の問題：２つの事例」香川法学31巻
１・２号（2011年）41頁以下。
(26) 我が国においても、経済刑法の解釈を刑法に特有の基準によって行うことには慎重であ
るべきとする趣旨の指摘がなされている（松宮孝明「経営判断と背任罪」立命館法学307号
（2006年）108-109頁）。
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合（たとえば、潜在的には価値を有するものの、市場からはいまだ価値を認められてい
ない企業秘密（失敗した実験データ等）を従業員が故意に外部に漏えいした
(27)
場合等）も
少なくなく、最終手段である刑罰の発動が期待されることも事実上多いと思われ
る。
５ 最後に、明確性原則および責任原則に関して、公正の観点のみならず、刑
罰の感銘力の発揮という機能からも基礎づけられている点についても、妥当であ
ると思われる。我が国においては、脱法行為を補足する必要性から、明確性の程
度の低い法規が用いられることが少なくない（金融商品取引法における不公正取引
に関する禁止
(28)
条項やインサイダー取引規制に関する包括
(29)
条項等）が、刑罰の機能から
見ればある程度行為者（ここでは投資家）がルールを理解できる文言とすること
が要請されることになろう。また、我が国の経済刑法の領域においては、現在の
ところ責任原則を逸脱すると考えられる規定は見当たらないが、処罰の確実性を
担保するためにそのような規定を設けるべきとする声が高まる余地がない訳では
ない。現に、経済事案においては特に規制の実効性を確保する要請が高いことを
理由に、伝統的な責任主義から脱却するべきとの主張も見られるところで
(30)
ある。
しかし、そのような方向性に対して、プリトヴィッツの指摘は重要な警告を発し
ているように思われる。
６ 以上のようにプリトヴィッツの見解には優れた指摘が多く含まれている
が、経済刑法の立法及び解釈を厳しく制限することを主張しているが故に、現実
的妥当性を著しく欠く結果とならないよう、違法行為の取り締まりを実効的なも
のとするべく慎重な検討が不可欠である。今後は、民事的手段や行政的手段、場合
によっては自主規制ルール等も視野に入れ、自由の保障と規制目的の達成という
調整が困難な２つの要請をいかにして実現するかを検討することが求められよう。
(27) このような場合、我が国においては「営業秘密を保有者から示された者であって、その
営業秘密の管理に係る任務に背いて〔中略〕領得した営業秘密を、不正の利益を得る目的
で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、使用
し、又は開示した者」（不正競争防止法21条１項４号）または「営業秘密を保有者から示さ
れたその役員〔中略〕又は従業者であって、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損
害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、その営業秘密を使用し、又は開
示した者」（同法21条１項５号）に該当し、刑事罰の対象となり得る。
(28) 金融商品取引法157条１号 有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等につ
いて、不正の手段、計画又は技巧をすること。〔後略〕
(29) 金融商品取引法166条２項４号 前３号に掲げる事実を除き、当該上場会社等の運営、
業務又は財産に関する重要な事実であつて投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの
(30) 越知保見『独禁法事件・経済犯罪の立証と手続的保障―日米欧の比較と民事・行政・刑
事分野の横断的研究』（成文堂、2013年）426頁以下。
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